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1．医師の教育システム概要：海外との比較

　わが国の医師養成の概要を図 1に示す�1,2）．日
本では高校卒業後，6年間の卒前医学教育を受け
ることが大学設置基準�3）で定められ，卒後は医師
法�4）に基づいて 2年間の臨床研修が義務づけられ
ている．学士編入学（編入時期は多様）は現在33
校（国立28，公立 1，私立４）で行われ，入学者
は241名である�5）．医学部 6年間の教育は設置基
準の大綱化（1991年）以降，大幅に自由化された
が，4年次までに臨床前教育を終え，共用試験
後，臨床実習を 4年次に開始する大学が多くを占
めている．平成16年以降，卒後 2年間の臨床研修
が医師法で義務づけられた．初期研修修了後，多
くの医師は専門医取得のための研修を受けてい
る．
　英国では日本と同様に高卒後 5年間（一部 6年

間）の学部教育を受け，卒後 2年間の卒後研修制
度Foundation�programmeを受けることになって
いるが�6），2000年以降，4年制の学士入学コース
を併設する大学も増加している�7）．一方，米国で
は医学部は大学院教育として位置づけられてお
り，4年間の大学教育後に 4年間の医学教育を受
け�8），卒業後は専門研修に入るシステムとなって
いる．韓国は日本と同様，高卒後 6年間の医学教
育が主流であったが，2006年から 4年制の学士コ
ースが41校中27校で併設されている�9）（表 1）．

2．医学部への入学

　わが国の医学部入学定員は，医師不足が深刻と
なった1970年代に医科大学が相次いで新設され，
1980年代前半8,280名に達したが，その後は逆に
医師過剰の懸念から，1990年代から2000年代にか
けて7,625名に抑制されていた（図 2）．しかし21
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図 1　わが国の医師養成の概要1,2）
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世紀に入ってから医療崩壊の懸念が再び高まり，
2008年に定員増の方針に転換し，その後約10年間
に9,420名にまで増加した（新設医大 2校を含む）�
10）．この増員のほとんどは地域枠であり，平成27
年度における地域枠導入大学は67校，定員合計は
1,249名に達している．地域枠学生の多くに奨学
金が支給され，卒後勤務の義務年限が設定されて
いる．地域枠学生の学業は概して優れており，国
家試験合格率も全国平均を上回っている�11）．医

学部の入学試験は依然非常に難度の高い状態とな
っているが，医師としての適性を評価するため
に，学力試験だけでなく，面接，小論文，AO入
試など多彩な試験が課されるようになっている
（本白書，「第 1部　 2．入学者選抜と医学部入学
定員の増員」の項参照）．

3．医師免許の取得

　医師になろうとする者は，厚生労働省が管轄す

表 1 　医師養成の概要:諸外国との比較 6,7,8,9）

日本 英国 米国 韓国

入 学 者
高卒
学士編入

高卒
学士コース

大卒
高卒
学士コース

修学期間 6年 5年（ ４年） 4年 6年（ ４年）
国家試験 MCQ 各大学で認定 MCQ,�OSCE MCQ,�OSCE

卒後研修
初期研修 2年
専門研修

初期研修 2年
専門研修・総合医コ
ース

専門研修
インターン
専門研修

図 2 　医学部定員の推移10, 11）
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る医師国家試験に合格し，厚生労働大臣の免許を
受けなければならない（医師法第二条�4））．受験
資格は大別すると 4種類あり（表 2）�4,12,13），ほと
んどは表 2の 1）の日本国内の医学部卒業生であ
るが，近年，�2），3）に該当する海外の医学部を
卒業した受験者が増加している．海外は中国，韓
国，東欧が多くを占め，特にハンガリー等の東欧
諸国に留学し帰国する日本人が増えつつある�14,�

15）．海外医学部の卒業生・医師免許取得者は，そ
の資格や経験・能力に応じて予備試験や日本語診
療能力試験を受ける必要があり，その後，医師国
家試験を受験できる制度となっている（図3）�14）．

4．医師法に基づく臨床研修

　医学部を卒業し，医師国家試験合格後，診療に
従事しようとする医師は，二年以上，医学部を置
く大学に附属する病院又は厚生労働大臣の指定す
る病院において，臨床研修を受けなければならな
い（医師法第十六条の二）�4）．平成29年度の臨床
研修実施施設は大学病院119，臨床研修病院912，
合計1,031で，ここ数年ほとんど変化はない�16）．
募集定員は全国11,390名で，国家試験受験者の約
1.2倍となっている．大都市を抱える 6都道府県
（東京，神奈川，愛知，京都，大阪，福岡）の募

表 2 　医師国家試験受験資格 4,12,13）

1）　�学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において，医学の正規の課程を修めて卒業したも
の

２）　�医師国家試験予備試験に合格し，合格した後 1年以上の診療及び公衆衛生に関する実地修練を経た
もの

３）　�外国の医学校を卒業し，又は外国で医師免許を得た者であって，厚生労働大臣が（1）又は（2）に掲げ
る者と同等以上の学力及び技能を有し，かつ，適当と認定したもの

４）　�沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令（昭和47年政令第108号）第17
条第 1項の規定により医師法の規定による医師免許を受けたものとみなされる者であって，厚生労
働大臣が認定したもの

図 ３ 　医学部卒業者への医師免許交付の流れ（文献14）より引用一部改変）
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集定員は全体の36.3%（4,133名），採用率は41.8%
（3,546名）で，いずれも過去最低となり，大都市
圏への集中は少しずつではあるが緩和されつつあ
る．大学病院で研修する率は40.4%（平成28年）
で，毎年徐々に低下する傾向にある．研修ローテ
ーションについては平成22年に見直しが行われ，
外科・麻酔科・小児科・産婦人科・精神科は必修
から選択必修（ 5診療科から 2科選択）となり，
地域医療研修が必修化された．現在，平成32年度
の見直しに向けて改訂作業が進行している（本白
書，「第 1部　23．卒後臨床研修」の項参照）．

5．専門医研修

　初期研修修了後，多くの医師は専門医資格の取
得をめざして専門研修を受けている．わが国の専
門医制度は1962年の麻酔指導医制度が始まりであ
り，1981年に学会認定医制協議会が発足し，2001
年専門医制認定協議会，2008年日本専門医制評
価・認定機構を経て，2014年に日本専門医機構が
発足した�17）．当初2017年 4 月から19基本領域
（内科，外科，小児科等）が一斉に新プログラム
をスタートさせる計画であったが，地域医療に与
える影響の懸念などが提起され，2017年度は小児
科�18），耳鼻咽喉科�19），病理�20）など一部の領域の
みが新プログラムで先行スタートすることになっ
た．2018年 4 月からは総合診療を含めた全19領域
で新たな制度が開始されている（本白書，「第 1
部　35．日本専門医機構の活動」の項参照）．
　卒前教育や初期臨床研修では，どのような人材
を育成するのか明確なアウトカムを掲げ，それを
達成するための方略，目標とした能力を身につけ
たかどうかの適切な評価システムといった教育プ
ログラムの基本が整備されてきたが，今後は専門
医のレベルにおいても整備することが望まれる．
また卒前・初期研修で普及している教員・指導医
のFDを専門医レベルにまで広めることが必要で
あろう�21）．

6．生涯教育

　生涯教育としては，主として学会主導の専門医
更新制度と日本医師会の生涯教育制度がある．新
たな専門医制度では，診療実績の申告，共通講習

会の受講（医療倫理，医療安全，感染対策）が義
務づけられた�22）．日本医師会では生涯教育の目
標が設定され，各種のプログラムが提供されてい
る�23）（本白書，「第 1部　24．生涯教育」の項参
照）．

7．医師養成数とキャリア

　平成26年12月末の医師総数は約31万人で，人口
10万人あたり医師数は依然，西高東低の分布とな
っている（図 4）�24）．女性医師数は徐々に増加し
ており，現在医師総数の約20%を占めているが�

25），OECD加盟国の単純平均41.5%，加重平均
（全医師数中の女性医師）36%には及んでいな
い．年代別では50代女性医師の割合は13%である
が，20代では35.5%に達している．
　施設・業務種別にみた医師数を表 3に示す�

24）．病院，診療所，医育機関に勤務する医師数は
徐々に増加しているが，介護老人保健施設や行政
職の医師数はほとんど変化がない．特に保健衛生
業務従事者は減少傾向にあり危惧されている�26）．
　医師の需給推計によれば，中位推計では2025年
頃，上位推計（需要増加を大きく見積もった場
合）でも2033年頃には均衡すると予測されている�

26）．またこの推計では，今後，医育機関，産業
医，行政機関，製薬業界，国際分野などへの需要
増加が予測されているが，学生や研修医は大規模
病院中心に学習経験を積むため，医師の多彩なキ
ャリア�2）を知る機会が乏しくなっていることが危
惧される．

8．卒前・卒後の一貫した医師教育に向けて

　世界医学教育連盟では卒前・卒後の医学教育レ
ベルを向上させることを目的として，3つのスタン
ダード，すなわち，卒前教育（Basic�medical�edu­
cation:�BME），卒後教育（Postgraduate�medical�
education:�PGME），生涯教育（Continuous�pro­
fessional�development:�CPD）の各ステージにお
ける教育基準を構築してきた�27）．これらは欧米
先進国の基準で教育することが目的ではなく，世
界各国の医療ニーズに合わせた基準作成と，各国
での教育の質を保証することを促進させるのが主
目的である．わが国においても日本医学教育評価
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機構�28）によって医学教育分野別評価基準日本版�

29）が作成され，平成29年度から正式な外部評価を
開始している（本白書，「第 1部　33．日本医学

教育評価機構の活動」の項参照）．
　日本医学教育学会では「教育の一貫性委員会」
30）を立ち上げ，卒前・卒後教育関係者だけでなく

図 4 　都道府県別医師数（人口10万人当たり，平成26年度） 24）

表 3 　施設・業務の種別にみた医師数（文献�24）より引用）
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外部有識者も交えて今後の医師育成の方向性と一
貫した到達目標の設定に向けて活動を開始してい
る（本白書，「第 4 部　13．教育の一貫性委員会」
の項参照）．またPGME，CPDのスタンダードを
翻訳しホームページ上に公開している�31）（本白
書，「第 4 部　10．卒後・専門教育委員会」，「第
4 部　11．生涯・キャリア教育委員会」の項参
照）．
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